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《本件判決についての解説》  
１．事実の概要 
 Ｘ（有限会社）は、Ｙ（貸金業法による登録を受けた貸金業者）との間で、ＸがＹから手
形割引、金銭消費貸借等の方法により継続的に信用供与を受ける合意をした（本件基本契
約）。Ｘは、Ｙに対し本件基本契約の合意内容を記載した「承諾書」を差し入れ、その後、
借入金の増額にともない、５回にわたりほぼ同様の内容の書面を作成し、提出した。Ｙは、
これらの書面の提出を受ける都度、その写し（「承諾書写し」）を交付した。 
 Ｙは、Ｘに対し本件基本契約に基づき、複数回にわたり金銭を貸し付けたが、利息は天引
され、また一部貸付けを基にして準消費貸借契約が締結された。さらに、Ｙは、Ｘに対し、
いくつかの取引において、ＸがＹに対し差し入れた「借用証書」とほぼ同じ内容の「お客様
控え」と題する「借用証書控え」や、同様にＸがＹに対し差し入れた「債務弁済契約証書」
の写しを交付した。なお、いくつかの貸付けにおいて、当初の元本の返済期日が１か月ずつ
その都度延長されることが繰り返された。 
 また、Ｙは、Ｘに対し、各返済期日の約１０日前ころ、各貸付けの利息・費用（利息等）
の銀行振込による支払を求める旨の書面（Ｙの銀行口座への振込用紙と一体となったもの。
「取引明細書」）を送付した。なお、この利息等の金額は、利息制限法１条１項所定の利息
の制限額を超えていた。 
 また、Ｘは、Ｙに対し、各貸付けの弁済として金銭を支払った。なお、各弁済の日から２
０日余り経過した後に、ＹからＸへ送付された本件各取引明細書には、前回の支払について
の充当関係が記載されているものがあった。 
 以上の事実を前提に、Ｘは、各貸付けにつき支払われた利息等のうち利息の制限額を超え
る額を元本に充当すると過払金が生じているとして、不当利得返還請求権に基づき、過払金
の返還を求めたところ、Ｙは、貸金業法４３条による「みなし弁済」を主張した。 
 第１審判決、原審判決ともＸの請求を棄却した。本判決において判示された点につき、原
審判決は、次のように判示した。第１に、貸金業法４３条１項が利息制限法１条１項の規定
を排除しているのは、同法２条も排除する趣旨である。したがって、天引利息も貸金業法４
３条の適用対象となり得る。第２に、「承諾書写し」「債務弁済契約証書写し」等の交付によ
り、貸金業法１７条１項の要件を具備した書面の交付がされたといえる。第３に、「取引明
細書」が送付された各支払については、貸金業法１８条１項所定の要件を具備した書面の交
付がされたものといえる。したがって、みなし弁済が認められ、Ｙの不当利得返還債務は存
在しない。これに対し、Ｘが上告した。 
 
２．判決の要旨 
 破棄差戻「利息制限法２条は、貸主が利息を天引きした場合には、その利息が制限利率以
下の利率によるものであっても、現実の受領額を元本として同法１条１項所定の利率で計算
した金額を超える場合には、その超過部分を元本の支払に充てたものとみなす旨を定めてい
る。そして、法４３条１項の規定が利息制限法１条１項についての特則規定であることは、

貸金業法４３条１項の適用と天引利息・１７条書面の内容・１８条書面の交付時期 
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その文言上から明らかであるけれども、上記の同法２条の規定の趣旨からみて、法４３条１
項の規定は利息制限法２条の特則規定ではないと解するのが相当である。 
 したがって、貸金業者との間の金銭消費貸借上の約定に基づき利息の天引きがされた場合
における天引利息については、法４３条１項の規定の適用はないと解すべきである。」 
 「法４３条１項は、貸金業者が業として行う金銭消費貸借上の利息の契約に基づき、債務
者が利息として任意に支払った金銭の額が利息の制限額を超え、利息制限法上、その超過部
分につき、その契約が無効とされる場合において、貸金業者が、貸金業に係る業務規制とし
て定められた法１７条１項及び１８条１項所定の各要件を具備した各書面を交付する義務
を遵守したときには、利息制限法１条１項の規定にかかわらず、その支払を有効な利息の債
務の弁済とみなす旨を定めている。貸金業者の業務の適正な運営を確保し、資金需要者等の
利益の保護を図ること等を目的として、貸金業に対する必要な規制等を定める法の趣旨、目
的（法１条）と、上記業務規制に違反した場合の罰則（平成１５年法律第１３６号による改
正前の法４９条３号）が設けられていること等にかんがみると、法４３条１項の規定の適用
要件については、これを厳格に解釈すべきものである。 
 法４３条１項の規定の適用要件として、法１７条１項所定の事項を記載した書面（以下『１
７条書面』という。）をその相手方に交付しなければならないものとされているが、１７条
書面には、法１７条１項所定の事項のすべてが記載されていることを要するものであり、そ
の一部が記載されていないときは、法４３条１項適用の要件を欠くというべきであって、有
効な利息の債務の弁済とみなすことはできない。」 
 原審は、原告の根抵当権設定に必要な書類を提出した旨の主張につき認定判断しないで、
交付された書面を１７条書面と判断しており、この判断には、判決に影響を及ぼすことが明
らかな法令の違反がある。 
 「法１８条１項は、貸金業者が、貸付けの契約に基づく債権の全部又は一部について弁済
を受けたときは、その都度、直ちに、同項所定の事項を記載した書面（以下「１８条書面」
という。）をその弁済をした者に交付しなければならない旨を定めている。 
 本件各弁済は銀行振込みの方法によってされているが、利息の制限額を超える金銭の支払
が貸金業者の預金口座に対する払込みによってされたときであっても、特段の事情のない限
り、法１８条１項の規定に従い、貸金業者は、この払込みを受けたことを確認した都度、直
ちに、１８条書面を債務者に交付しなければならないと解すべきである（最高裁平成８年
（オ）第２５０号同１１年１月２１日第一小法廷判決・民集５３巻１号９８頁参照）。 
 そして、１７条書面の交付の場合とは異なり、１８条書面は弁済の都度、直ちに交付する
ことを義務付けられているのであるから、１８条書面の交付は弁済の直後にしなければなら
ないものと解すべきである。 
 前記のとおり、Ｘによる本件各弁済の日から２０日余り経過した後に、ＹからＸに送付さ
れた本件各取引明細書には、前回の支払についての充当関係が記載されているものがある
が、このような、支払がされてから２０日余り経過した後にされた本件各取引明細書の交付
をもって、弁済の直後に１８条書面の交付がされたものとみることはできない。」 
 滝井繁男裁判官の補足意見がある。  
 
３．本件判決についてのコメント 
 （１）判決の結論には賛成するが、一部の理論構成には疑問がある。 
 
 （２）貸金業法４３条は、利息制限法の規制を超える利息（超過利息）が支払われた際、
昭和４３年の最高裁大法廷判決［1］をもって完成をみた判例理論にもかかわらず、借
主が超過利息の返還を請求できない場合（「みなし弁済」）を定める。すなわち、(ｱ)貸
主が貸金業者として登録を受けており、(ｲ)利息・損害金の支払いが業として行う金銭
消費貸借上の利息・損害金の契約に基づき、(ｳ)債務者が制限超過利息を利息・損害金
として任意に支払った場合に、(ｴ)貸金業法１７条の規定する契約書面を契約締結時に
遅滞なく交付し、(ｵ)貸金業法１８条の規定する受取証書を支払いの都度直ちに交付す
ると、みなし弁済の適用があり、債務者は超過利息の返還を請求できない［2］。これら
の要件のうち、本判決では、大きく分けて、①天引利息に貸金業法４３条のみなし弁済
の適用があるか、②みなし弁済が適用されるためには貸金業法１７条の書面にいかなる
事項が記載されていなければならなかいか（記載の内容・程度）、③みなし弁済が適用
されるためには貸金業法１８条の書面がいつ交付されなければならないか、という３つ
の問題に関し判示した。いずれの問題も、下級審判決・学説に対立があり、①の問題に
ついては、最高裁として初めて判断を下した。他方、②の問題に関連して、平成１１年
３月判決［3］が、また③の問題に関連して、本判決も引用する平成１１年１月判決［4］
が、さらに両者に関連して、平成２年判決［5］があり、すでに最高裁として一定の見
解を示していたが、本判決は、それらを補充し、あるいは別の論点についてさらに見解
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を示した［6］。 
 
 （３）まず、①の問題について本判決は、貸金業法４３条は、利息制限法１条の例外規定
ではあるが、利息制限法２条の例外規定ではないという形式的理由で、天引利息への貸
金業法４３条の適用を否定した。私は、この問題については、すでに東京高裁平成１５
年判決［7］へのコメント［8］の中で検討し、利息制限法２条が利息制限法１条を前提
とする条文である以上、貸金業法４３条によって利息制限法１条が排除されれば、必然
的に２条は問題とならないという理由で、本最高裁判決の理由付けは採用できないと主
張した。しかし、貸金業法４３条がみなし弁済適用のために定める他の要件である「任
意に支払った」に関し、「支払性」がないという理由で天引利息にみなし弁済は適用で
きないと主張した。詳しくは、前記コメントをご覧頂きたいが、以上のことから、本最
高裁判決の理由付けには疑問があるけれども、天引利息に「みなし弁済」を否定すると
いうその結論には賛成する。なお、本判決は、天引利息については、以上のように従来
の議論に終止符を打ったが、前払利息については明言しなかった。今後の議論は、こち
らに移るとも予想される。 

 
 （４）次に、②及び③の問題に関連し、平成２年判決は、判決理由としてではなく、一般
論として次のように言及していた。すなわち、「貸金業の規制等に関する法律（以下「法」
という。）は、貸金業者の事業に対し必要な規制を行うことにより、その業務の適正な
運営を確保し、資金需要者等の利益の保護を図るための措置として、貸金業者は、貸付
けに係る契約を締結したときは、貸付けの利率、賠償額の予定に関する定めの内容等、
法１７条１項各号に掲げる事項についてその契約の内容を明らかにする書面（以下「契
約書面」という。）をその相手方に交付しなければならないものとし（法１７条１項）、
さらに、その債権の全部又は一部について弁済を受けたときは、その都度、受領金額及
びその利息、賠償額の予定に基づく賠償金又は元本への充当額等、法１８条１項各号に
掲げる事項を記載した書面（以下「受取証書」という。）を当該弁済をした者に交付し
なければならないものとして（法１８条１項）、債務者が貸付けに係る契約の内容又は
これに基づく支払の充当関係が不明確であることなどによって不利益を被ることがな
いように貸金業者に契約書面及び受取証書の交付を義務づける反面、その義務が遵守さ
れた場合には、債務者が利息又は賠償として任意に支払った金銭の額が利息制限法１条
１項又は４条１項に定める利息又は賠償額の予定の制限額を超えるときにおいても、こ
れを有効な利息又は賠償金の債務の弁済とみなすこととしている（法４３条１項、３
項）。以上のような法の趣旨にかんがみれば、債務者が貸金業者に対してした金銭の支
払が法４３条１項又は３項によって有効な利息又は賠償金の債務の弁済とみなされる
には、契約書面及び受取証書の記載が法の趣旨に合致するものでなければならないこと
はいうまでもない」というのである。この「法の趣旨に合致する」ことの内容について、
この事件の調査官解説は、「本判決が特に『法の趣旨』を云々するのは、契約書面及び
受取証書の記載が貸金業規制法１７条１項各号、１８条１項各号及び大蔵省令所定の記
載事項を網羅していること、また、その記載が事実と寸分違わず一致していることを要
するという杓子定規な解釈・適用でなく、事実に即した幅のある弾力的な解釈・適用を
容認する趣旨に窺われる［9］」と評価し、「緩和説［10］」だと評価されていた［11］。
本判決は、一般論として「法４３条１項の規定の適用要件については、これを厳格に解
釈すべきものである」として、「厳格説」を採用しており、最高裁として、従来の議論
の対立に一定の見解を示したことになる。 

 
 （５）②の問題に関し本判決は、「１７条書面には、法１７条１項所定の事項のすべてが
記載されていることを要するものであり、その一部が記載されていないときは、法４３
条１項適用の要件を欠くというべきであって、有効な利息の債務の弁済とみなすことは
できない」と判示し、みなし弁済の適用を否定した。先に言及した平成１１年３月判決
では、返済期日が「毎月Ｘ日」とのみ定められ、その日が日曜日その他の休日に該当す
る場合の取扱いが明定されていなかった場合でも、特段の事情がない限り、契約当事者
間にＸ日が休日であるときは、その翌営業日を返済期日とする旨の黙示の合意があった
と推認され、１７条書面に記載すべき「各回の返済期日」としては、「毎月Ｘ日」とい
う記載で足りると判示していた。他方、従来の下級審判決では、「有効期間２年間、毎
月の元本充当額５０００円以上」と記載されているに過ぎない書面は、「返済期間及び
返済回数」の記載がないとするもの［12］、日歩での表示は「実質年率」の表示がない
とするもの［13］、実質的にみて「返済期間」の記載がないとされたもの［14］、包括契
約を締結した上で反復継続して個々に金銭を貸し付ける形態の取引では、複数の書面を
併せて１７条書面とすることができることを前提として、「返済期間」「貸付けの金額」
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の記載がないとするもの［15］、同様の形態の取引で、複数の書面によることができる
ことを前提として、記載事項につき時間をかけて計算しなければ理解できない程度の記
載では１７条書面とはいえないとしたもの［16］、１７条書面は、一通の書面で記載し
なければならないとした上で、「返済方式、返済期間及び返済回数」の記載がないとし
たもの［17］、１７条書面は、複数の書面によってしてよいとするもの［18］、１７条書
面は複数の書面によってもよいが、補完しあって契約書面として交付されていることを
債務者が了解できる状況でなければならないとするもの［19］、契約書面の実質年率を
下回る利率の利息しか請求しなかったとしても、１７条書面でないとはいえないとした
もの［20］、「貸付けの利率」「利息計算の方法」「返済の方式」「返済の期間及び返済回
数」「返済の方法」「各回の返済期日及び返済金額」の記載がないとされたもの［21］、
借換えの際には、従前の貸金の元本、利息等ごとにその残額を記載しなければならない
とするもの［22］があり、おおむね「厳格説」が採用されてきたと評価できる。先に言
及した平成１１年３月判決も、文言の記載の問題ではなく、文言の解釈の問題ととらえ
るべきとした点で、平成２年判決のいう「法の趣旨への合致」を問題としているのであ
って、本判決で主張された「厳格説」と何ら矛盾するものではない。結局、１７条書面
については、「法の趣旨への合致」を前提として文言を「厳格に」解釈するというのが
最高裁の考え方であり、私は、最高裁の理由付けと同じ理由からこれに賛成である。な
お、上に見たとおり、従来から複数の書面の交付により１７条書面の要件を満たすこと
ができるかが争われているが、本判決は特に判示していない（補足意見は、例外的に認
容することを前提としている）。この点にも注意を要する。 

 
 （６）③の問題に関し本判決は、「１８条書面の交付は弁済の直後にしなければならない
ものと解すべきであ」り、弁済の日から２０日余りを経過した日に送付されたのでは１
８条書面に該当しないと判示した。先に言及した平成１１年１月判決では、「払込みを
受けたことを確認した都度、直ちに」交付しなければならないとしていたのを、事例を
付け加えることにより、より具体化したことになる。 

   従来の下級審では、当初から、貸金業法１８条２項との関係で、口座振込みによる弁
済の際にみなし弁済の適用を受けるために１８条書面の交付を要するかが問題となり、
多くの裁判例で交付を要すると判断され［23］、また、１８条書面に銀行作成の振込金
受取書を代える旨の合意［24］、予め債務者が１８条書面の送付を要しない旨の申し出
［25］の効力も否定された。類似の問題は、ＡＴＭによる支払いの際にも生じ、判決例
には、１８条書面の問題としてではなく、任意性の問題として扱うものがある［26］［27］。
その後、紛争の争点は、１８条書面をいつ交付しなければならないかという問題に移っ
た。当初、貸金業法１８条１項の「直ちに」とは、弁済の提供を受けた時と同時と解さ
れるとするものがあったが［28］、その後、翌日に交付（送付）されなければならない
とする裁判例があったようであり［29］、さらには、弁済の約２０日後［30］、約１カ月
後［31］であっても４３条の適用上支障はないとするものがあった。本判決は、少なく
とも２０日余りを経過した後に交付された文書が１８条書面とならないことを判示し
たが、今後、より短い日数自体を争点とするのは、形式的に過ぎ、不毛な議論であろう。
振込による弁済自体を認めるのであれば、私は、「直ちに」という以上は、払い込みを
確認した当日、あるいは遅くとも翌日（翌営業日）に発送しない限り、「直ちに」を満
たせないと考える。この意味で、私はこの判決に賛成である。 

 
 （７）みなし弁済の適用を広く認めるか（天引利息に認め、１７条書面・１８条書面の要
件を緩く解する）、狭く限定するか（天引利息を対象から除外し、１７条書面・１８条
書面の要件を厳格に解する）は、現在の金融の制限利率のあり方に関するスタンスの違
いを大きく反映している［32］。また、本判決が消費者金融でなく、事業者金融を扱っ
ている点を、この点と絡めていかに評価するかも問題となり得る［33］。本判決により
最高裁は、貸金業法４３条のみなし弁済制度の立法により修正されてしまった昭和４３
年大法廷判決の理念を再起させ、法の枠内でできる限りその理念に近づけようとしたも
の考えられる。 

 
注 
［1］最大判昭和４３年１１月１３日民集２２巻１２号２５２６頁。 
［2］立法当時の議論として、大森政輔「貸金業規制法４３条と利息制限法（上）（下）」Ｎ

ＢＬ２８４号８頁以下、２８５号３２頁以下（昭和５８年）、同「貸金業規制法４３条
について」判時１０８０号３頁以下（昭和５８年）、森泉章「貸金業規制法４３条の『み
なし弁済規定』の意義」判時１０８１号３頁以下（昭和５８年）、小田部胤明「貸金業
法４３条の要件と立証」判時１０８１号１１頁以下（昭和５８年）、大河純夫「貸金業
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規制二法の成立と金利規制問題（一）（二）」法時５５巻９号４８頁以下、１１号１０２
頁以下（昭和５８年）、小田部胤明「貸金業規制法と利息制限法」ジュリ８０７号６頁
以下（昭和５９年）参照。 

［3］最判平成１１年３月１１日民集５３巻３号４５１頁。この判決に関する研究等として、
近藤崇晴・ジュリ１１６２号１３１頁以下（平成１１年）、西牧正義・ひろば５２巻１
０号６８頁以下（平成１１年）、竹屋芳昭・判時１６９１号１９９頁（判評４９１号３
７頁）以下（平成１２年）、岩城謙二・法令ニュース３５巻２号１６頁以下（平成１２
年）、上田誠一郎・ジュリ１１７９号（平成１１年度重要判例解説）６１頁以下（平成
１２年）、近藤崇晴・曹時５２巻８号２４７６頁以下（平成１２年）（『最高裁判所判例
解説民事篇（平成１１年度（上））』（平成１４年・法曹会）２１３頁以下所収）、平城恭
子・判タ１０３６号（平成１１年度主要民事判例解説）７９頁以下（平成１２年）、賀
集唱・リマークス２１号１頁以下（平成１２年）がある。 

［4］最判平成１１年１月２１日民集５３巻１号９８頁。この判決に関する研究等として、
佐久間邦夫・ジュリ１１５８号１１４頁以下（平成１１年）、岩城謙二・法令ニュース
３４巻６号１６頁以下（平成１１年）、渡辺達徳・法セ５３５号１０１頁（平成１１年）、
森泉章・判時１６８２号２０８頁（判評４８８号４６頁）以下（平成１１年）、比嘉正・
ひろば５２巻１１号７４頁以下（平成１１年）、飯塚和之・ＮＢＬ６９０号６０頁以下
（平成１２年）、比嘉正・明治学院大学法律科学研究所年報１６号１４５頁以下（平成
１２年）、川神裕・判タ１０３６号（平成１１年度主要民事判例解説）８１頁以下（平
成１２年）、岡林伸幸・名城５１巻１号１４５頁以下（平成１３年）、佐久間邦夫・曹時
５３巻５号１４３３頁以下（平成１３年）（『最高裁判所判例解説民事篇（平成１１年度
（上））』（平成１４年・法曹会）３９頁以下所収））がある。 

［5］最判平成２年１月２２日民集４４巻１号３３２頁。この判決に関する研究等として、
滝澤孝臣・ジュリ９５９号９２頁以下（平成２年）、森泉章・判時１３６１号２０４頁
（判評３８２号４２頁）以下（平成２年）、大河純夫・セレクト’９０・２３頁（平成
３年）、鎌野邦樹・ジュリ９７９号９８頁以下（平成３年）、石川利夫・ジュリ９８０号
（平成２年度重要判例解説）７５頁以下（平成３年）、副田隆重・法セ４４０号１２０
頁（平成３年）、中山幾次郎・判タ７６２号（平成２年度主要民事判例解説）６６頁以
下（平成３年）、伊藤進・リマークス２号６９頁以下（平成３年）、滝澤孝臣・曹時４４
巻１号２２５頁以下（平成４年）（『最高裁判所判例解説民事篇（平成２年度）』（平成４
年・法曹会）４４頁以下所収）、東法子・手研４６５号１２頁以下（平成４年）、伊藤進・
別ジュリ１３５号（森島昭夫＝伊藤進編『消費者取引判例百選』）１５８頁以下（平成
７年）、小宮山澄枝・金法１５８１号２１８頁以下（平成１２年）がある。 

［6］以上の問題に関する従来の判例・学説の議論については、井上五郎「制限超過利息等
の支払と貸金業法４３条」小川英明＝中野哲弘編『現代民事裁判の課題⑤貸金』（平成
２年・新日本法規）３５１頁以下、鍛冶勲「貸金業法４３条の適用をめぐる法律問題」
判タ７７７号４４頁以下（平成４年）、小田部胤明＝阪岡文夫『貸金業規制法４３条（三
訂増補版）』（平成１０年・ペルソナージュ）２１１頁以下、松井英隆「貸金業法４３条
のみなし弁済」中田昭孝編『現代裁判法大系①金銭貸借』（平成１０年・新日本法規）
１５９頁以下、鎌野邦樹『金銭消費貸借と利息の制限』（平成１１年・一粒社）２９５
頁以下、長尾治助『判例貸金業規制法』（平成１１年・法律文化社）２３頁以下、小野
秀誠『利息制限法と公序良俗』（平成１１年・信山社）３２６頁以下、とくに②及び③
について、難波孝一「貸金業法４３条に関する判例の動向」薦田茂正＝中野哲弘編『裁
判実務大系１３金銭貸借訴訟』（昭和６２年・青林書院）４１頁以下、田中京助「貸金
業法４３条１項の適用要件の審査とこれに関する裁判例の概観」調停時報１３４号２９
頁以下（平成８年）、森泉章編著『新・貸金業規制法』（平成１５年・勁草書房）３１８
頁以下（鎌野邦樹執筆）、鎌野邦樹「利息制限法・貸金業規制法の今日的課題」千葉１
８巻１号１１１頁以下（平成１５年）参照。 

［7］東京高判平成１５年７月３１日判時１８２６号６３頁、金法１６９５号９７頁、金判
１１７３号１５頁。 

［8］尾島茂樹「利息天引・前払いと貸金業法４３条の『みなし弁済』」
http://www.tkclex.ne.jp/commentary/data/2003-009.pdf（そのまま、金沢４６巻２号
１８７頁以下（平成１６年）へ転載した）。 

［9］滝澤・前掲注(5)曹時４４巻１号２３７頁。同・前掲注(5)ジュリ９５９号９３頁も参
照。 

［10］吉野正三郎「貸金業法１７条の書面要件について」ジュリ１２１２号６４頁以下（平
成１３年）で使用される用語であり、みなし弁済のための書面要件を緩く解する考え方
を指す。これに対するのが「厳格説」であり、書面要件を厳しく解する考え方を指す。
吉野論文は、「緩和説」を強く主張する。この問題に関する判例・学説については、こ
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の論文参照。本稿は、これらの用語を借用することにする。 
［11］たとえば、吉野・前掲注(10)６５頁。ただし、滝澤・後掲１頁は、「平成２年判決が、

その後の貸金業取引の実際において、みなし弁済規定の適用の基本となっている書面主
義から遊離した、書面主義とは相容れない趣旨に、いわば曲解されていたように窺われ
なくもない。」「（滝澤判事の－引用者注）判例解説が貸金業者あるいは債務者から貸金
業取引関係訴訟に証拠として提出されていると仄聞するにつけ、また、実際にも体験す
るにつけ、少なからず忸怩たる思いにかられるところであった」とされ、従来の評価に
異論があったようである。 

［12］秋田地判昭和６３年３月１４日判時１２９０号１３１頁。この判決の研究である中馬
義直・ジュリ９８９号１１９頁以下（平成３年）は賛成。 

［13］京都地判昭和６３年８月１９日判時１３１８号１０６頁。この判決の研究である遠藤
美光・ジュリ９８７号１０９頁以下（平成３年）は賛成。 

［14］東京地判平成２年１２月１０日判タ７４８号１６９頁。解説として、小川由美子・別
ジュリ１３５号（森島昭夫＝伊藤進編『消費者取引判例百選』）１５６頁以下（平成７
年）がある。 

［15］富山地判平成４年１０月１５日判時１４６３号１４４頁。この判決の研究である小林
俊明・ジュリ１１０７号１５０頁以下（平成９年）は賛成。 

［16］名古屋高判平成８年１０月２３日判時１６００号１０３頁、金法１４７３号３２頁。
この判決の研究である鎌野邦樹・判時１６１２号１９２頁（判評４６５号３０頁）以下
（平成９年）は賛成。研究として、小野傑・金法１４７７号６頁以下（平成９年）、長
尾治助・リマークス１７号４７頁以下（平成１０年）がある。 

［17］東京地判平成１０年１月２１日金判１０５２号４９頁、判タ１０１６号２３１頁。 
［18］東京高判平成１３年１月２５日判時１７５６号８５頁、判タ１０８５号２２８頁、金
判１１２８号４１頁。研究等として、渡辺知行・金判１１３７号６３頁（平成１４年）、
島田佳子・判タ１０９６号（平成１３年度主要民事判例解説）６６頁以下（平成１４年）
がある。 

［19］さいたま地判平成１３年１１月３０日金判１１３６号３２頁。 
［20］札幌高判平成１４年２月２８日金判１１４２号２３頁。 
［21］千葉地版平成１４年３月１３日判タ１０８８号２８６頁。 
［22］東京高判平成１６年３月１６日金判１１８９号１８頁。 
［23］京都簡判昭和５９年８月８日判タ５３９号３８５頁、京都簡判昭和５９年８月１０日
判タ５３９号３８５頁（以上の２判決につき、解説として、森泉章・月刊消費者信用３
巻１１号７８頁以下（昭和６０年）、小田部胤明・月刊消費者信用１７巻８号２８頁以
下（平成１１年）がある）、佐世保簡判昭和６０年７月２３日判時１１８７号１２１頁
（研究として、森泉章・判時１２０６号１６８頁（判評３３３号３０頁）以下（昭和６
１年）は、賛成、神前禎・ジュリ９４２号１１５頁以下（平成元年）は、反対）、京都
地判昭和６３年８月１９日・前掲注(13)（遠藤・前掲注(13)は賛成）、大阪高判平成元
年３月１４日金判８２７号２９頁、判タ７０５号１７５頁（解説として、水野有子・判
タ７３５号８０頁以下（平成２年）がある）、名古屋地判平成７年５月３０日判タ８９
７号２１３頁、東京高判平成９年６月１０日金判１０３７号１６頁（解説として、旗田
庸・銀法５５６号１４頁以下（平成１０年）がある）、東京高判平成９年１１月１３日
判タ９９５号１７１頁、金法１５４４号６６頁、千葉地平成１４年３月１３日・前掲注
(21)。手形小切手決済の事例として、大阪地判昭和６１年９月２６日判タ６５２号２４
６頁、さいたま地判平成１３年１１月３０日・前掲注(19)。なお、当初、立法者意思を
示すものとして、大蔵省銀行局内貸金業関係法令研究会編『一問一答貸金業規制法の解
説』（昭和５８年・金融財政事情研究会）１２８頁は、この場合は、１８条書面を交付
しなくてもみなし弁済の適用があるとしていた（その後、実質的な改訂版では、この記
述は削除されたようである）。 

［24］大阪高判平成元年３月１４日・前掲注(23)。 
［25］東京高判平成９年１１月１３日・前掲注(23)。反対の事例（浦和地判平成１２年６月
２３日（未公刊））を紹介するものとして、小田部胤明「貸金業規制法１８条書面を交
付しなかったが、４３条のみなし弁済が認められた特例」月刊消費者信用１９巻５号２
０頁以下（平成１３年）。田中・後掲４頁も参照。 

［26］東京地判平成９年２月２１日判時１６２４号１１６頁、判タ９５３号２８０頁、金法
１４８３号５４頁（解説として、長尾治助・リマークス１７号４７頁以下（平成１０年）
がある）、東京高判平成９年１１月１７日金判１０４７号３頁、金法１５４４号６７頁
（解説等として、旗田・前掲注(23)、今井攻・判タ１００５号（平成１０年度主要民事
判例解説）７８頁以下（平成１１年）、秦光昭・リマークス１９号３９頁以下（平成１
１年）、比嘉正・銀法５５８号６４頁以下（平成１１年）がある。秦解説は、この判決
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に反対。 
［27］その他の論点を扱う判決例として、「事務取扱手数料及び調査料」名目の金員の支払

いを立替金に充当する旨を記載した受取証書は、１８条書面ではないと判断したもの
（東京地判昭和６１年１０月３日判時１２５０号７０頁。評釈として、竹屋芳昭・判時
１２６６号２０１頁（判評３５１号３９頁）以下（昭和６３年）は賛成）、天引利息に
みなし弁済が適用されることを前提とした１８条書面の有効性を肯定したもの（札幌高
判平成１４年２月２８日・前掲注(20)）、否定したもの（東京高判平成１６年３月１６
日判時１８４９号４４頁、金判１１８９号１８頁）、弁済前に交付され書面が１８条書
面になり得るとするもの（札幌高判平成１４年２月２８日・前掲注(20)）、否定したも
の（最判平成１６年２月２０日金判１１８８号２頁（本判決と同日に下された判決で、
別判決）がある。 

［28］『貸金業関係事件執務資料』（民事裁判資料１５９号）（昭和６０年）４２頁。 
［29］大河雅弘「貸金業法４３条（みなし弁済）の功罪とその考察（上）（下）」ＮＢＬ６１
６号５２頁以下、６１８号４３頁以下（平成９年）で引用される横浜地判平成８年２月
８日（未公刊）。 

［30］東京高判平成１４年１１月２８日（本件控訴審）金判１１６３号３９頁。 
［31］東京地判平成１０年５月２８日金法１５４４号７４頁。 
［32］このことは、尾島・前掲注(8)で強調した。そこで引用した竹内昭夫教授、及び本稿
では省略したが、本判決の滝井裁判官の補足意見の主張をいかに評価するかである。 

［33］吉野・後掲４頁参照。 
 ＊本判決は、金判１１８８号２頁に掲載されている。また、本判決へのコメント・解説と
して、滝澤孝臣・金判１１８８号１頁、吉野正三郎・銀法６３１号４頁以下、田中幸弘・
ＮＢＬ７８３号４頁以下、角田美穂子・法セ５９３号１１４頁以下（いずれも平成１６
年）がある。 

 ＊＊原稿送付後、本判決が、金判１１９１号１４頁に掲載されているのに接した。 
                                                     （平成１６年５月２０日）    

著者：金沢大学大学院法務研究科教授 尾島茂樹 
 

 

 
 


